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る」の 6 項目（項目全体の11.8％）あった（表 2 ）。
3.1.2．実習後の各自己評価項目の結果に対する
考察
これらの結果は学生の自己評価結果であり、各
項目に対して、達成できたかそうでなかったかを
学生自身の主観によって示されたものである。そ
れゆえ、比較的平均値の高い項目は、当該学生自
身が十分に達成できた、もしくは達成しやすかっ
たと感じられた項目であろうし、比較的平均値の
低い項目は、十分に達成できなかった、もしくは
達成しにくかったと感じられた項目であると思わ
れる。各項目の自己評価得点が低い理由はいくつ
か推察される。筆者は以下 4 点にて整理した。
3.1.2.1．当該実習生及び当該担当教員に帰する要
因
一つには、当該実習生及び当該担当教員に帰す
る要因であり、当該実習生に対してその項目が示
す学習内容の難易度が高く達成することが困難で
あることが挙げられる。つまり実習生自身が事前
学習を行って実習に臨むことの必要性が示唆され
たこととなり、そのため実習系科目を担当する当
該担当教員は当該実習生に対する自らの教育実践
を改善していくことが求められることになる。こ
のことは、「ドナベディアン・モデル」に基づい
て実習教育の質を評価することを主張する中村ら
（2009）の言葉を借りれば、実習評価の「結果」
から、実習教育のシステム（構造）と教育内容
（過程）への評価・見直しへとフィードバックす
ることが求められることと表現される。本調査結
果においては、特に大項目エ、カ、キ、クに対す
る実習指導上のカリキュラム及びその単元や授業
デザインを、担当教員は改善していくことが求め
られる。
3.1.2.2．実習配属先機関・施設及びその実習指導
者に帰する要因
2 つには、実習配属先機関・施設及びその実習
指導者に帰する要因であり、当該実習生に対し
て、本評価表で示される学習内容及びその機会を
十分に指導・提供しているかどうかが挙げられ
る。総じて、得点の低い項目に対しては、得点の
高い項目に比べ、実習配属先において十分に指
導・提供できていないということが考えられる。
この場合、担当教員はこのような結果を実習指導
者へフィードバックすることで、実習配属先での
実習指導の方法や内容が改善されることを促して
いくことが必要である。特に、小項目の選択肢に
おいて「NA：やっていない」と回答されたもの
には注意が必要であろう。本調査結果では、21名
中、 5 人以上（回答者全体の23.8％）が「NA：
やっていない」と回答した 6 項目（項目全体の
11.8％）においては、当該実習配属先への確認と
実施検討への示唆が必要と思われる。
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3.1.2.3．評価項目が示す学習内容自体に帰する要
因
3 つには、評価表が示す学習内容自体に帰する
要因であり、その項目が示す学習内容を達成する
こと自体の困難さが挙げられる。本評価表は相談
援助実習における厚労省のシラバス学習内容及び
社養協ガイドラインに対応したものであり、社会
福祉士として習得しなければならな学習内容が列
挙、作成されたものではあるものの、現状180時
間程度の実習期間では、これらの領域すべてにわ
たって十分に達成できるのかどうかの議論・課題
があると思われる。
本調査結果を、大項目から全体的に見れば、
ア、イ、ウに対応する専門的援助関係や相談援助
過程については、比較的達成しやすい内容と言え
るが、エ、カ、キ、クは達成しにくい内容である
と考えられる。このことを総じて言えば、専門的
援助関係や相談援助過程に関する学習内容は達成
されたと感じられており、権利擁護もしくはエン
パワメント支援、社会福祉士としての倫理、従来
ソーシャルアドミニストレーションと言われる経
営や運営管理、コミュニティーワーク（もしくは
コミュニティーソーシャルワーク）といった地域
支援に関する学習内容は比較的達成できなかった
といえる。
しかしながら、比較的得点が高い大項目イにお
いても、その中項目 6 ：「個別支援計画等、様々
な計画の策定方法を学ぶ（プランニングまでを主
として）」に対応する小項目Q13：「プランニング
の重要なポイント、手順が説明できる」、Q14：
「利用者のアセスメントに基づいてプランニング
ができる」、Q15：「担当する利用者（特定ケー
ス）の支援目標を根拠を示して設定できる」は、
相談援助過程における中核的な援助技術にあたる
思われるものの、平均値が低かった結果から、達
成するには難易度の高い内容であると思われる。
池田・米本（1991）は、実習配属先と実習生自身
に実習後にそれぞれ22項目 4 側面からなる独自に
作成した評価を実施、比較しているが、実習生の
自己評価においては特に「実践技術・技能の習
得」に関する項目が他の項目に比べかなり低得点
になる傾向があることを指摘しており、本調査結
果もほぼ同様の結果である思われ、実習中に実践
的な援助技術を習得することの困難さが示唆され
る。
一方比較的平均値が低い大項目であるキ：「経
営やサービスの管理運営の実際」の小項目Q37：
「実習機関・施設の意思決定過程（稟議の流れ
等）、決議機関、委員会の役割等について説明で
きる」、Q38：「実習機関・施設の法的根拠及び予
算・事業計画、決算・事業報告について説明でき
る」、Q39：「実習機関・施設で用いられる文書の
種類・用途・管理方法について説明できる」は、
いわゆる、ソーシャルアドミニストレーションと
いわれる施設・機関の経営や運理管理に関する内
容であるが、これらは当該配属先の施設・機関の
センター長や事務長レベルでの業務分掌にあたる
と思われる内容であり、実際、実習指導者による
指導では不十分もしくは困難になることが予想さ
れる。またク：「地域社会の一部であることの理
解と地域社会の働きかけに関する理解」の中項目
21：「地域社会における実習機関・施設の役割と
働きかけの方法等を学ぶ」に対応する小項目
Q45：「当該地域の地域福祉計画・地域福祉活動
計画の特徴をあげることができる」、Q47：「当該
地域アセスメントを行うことができる」、Q48：
「当該地域におけるネットワーキングの実践を説
明できる」、Q49当該地域住民や当事者の組織化
の方法を説明できる」などといった、当該機関
（たとえば社会福祉協議会に代表される）・施設の
コミュニティ・ワーク（あるいはコミュニティ・
ソーシャルワーク）の実際の過程や効果は、一定
程度の時間的推移の中で認識されると考えられる
が、短い実習期間中には実習生にとって、理解、
習得が困難ではないかと推察される。
3.1.2.4．実習生自身が評価項目の示す学習内容を
意識化できない要因
さらに、 4 つには、上記3.1.2.1.に挙げたこと
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とも関連するが、実際は実習中にその学習活動を
行ったにもかかわらず、実習生自身がその項目の
示す学習内容を意識化できず、得点が低くなって
いるといった学生自身の要因に帰するものであ
る。例えば、大項目エの中項目 9 ：「利用者や関
係者（家族等）への権利擁護及びエンパワメント
実践を学ぶ」のうちの小項目Q23：「実習機関・
施設における利用者への権利擁護の取り組みを説
明できる」、Q24：「実習機関・施設におけるエン
パワメント実践を抽出して説明できる」といっ
た、権利擁護やエンパワメント支援は、当該配属
実習先機関・施設のさまざまなソーシャルワーク
実践の中で通底して取り組まれているものと思わ
れるが、実習生自身がそれ自体を意識化できない
こともあるのではないかと推察する。またそのよ
うな意味で、上記3.1.2.2.で挙げた、小項目の選
択肢において「NA：やっていない」と回答され
たものにも注意が必要であり、本当にその学習活
動をやっていないのか吟味する必要があるであろ
う。
3.2．大項目における実習前後の差の結果と考察
3.2.1．大項目における実習前後の差の結果
次に、大項目において、それぞれ実習前後の平
均値の差の検定（t検定）を求めた。実習前と実
習後では筆者が作成した自己評価表の評定名称が
異なるものの、今回は対応関係があるという前提
で検定を行った。表 5 はその結果である。
ア：「円滑な人間関係の形成」は.01％水準で、
イ：「利用者理解とその需要の把握及び支援計画
の作成」は 5 ％水準で、ウ：「利用者やその関係
者との援助関係の形成」とオ：「他職種連携をは
じめとする支援におけるチームアプローチの実
際」は10％水準で、それぞれ実習事後に平均値が
上昇しており有意な値が示された【表 5 】。な
お、総合計得点の平均値においても実習後有意に
上昇した【表 5 】。
3.2.2．大項目における実習前後の差の結果から
の考察
本調査結果は、およその対応関係によるデータ
であったものの、いくつかの項目が有意に増加し
たこと、項目の総合計得点が有意に増加したこと
から、実習経験を得た実習生が学習達成度を向上
させたことが、この評価表による自己評価の結果
から推察される。
また、実習前後の平均値の差が有意に上昇した
項目ア、イ、ウは、3.1.1.で示した実習後の結果
では比較的平均値が高く、有意ではなかった項目
表 5 　大項目の各平均値における実習前後の差
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エ、カ、キ、クは、比較的平均値が低かった。こ
のことから、大項目ア、イ、ウの学習内容は、実
習中の実習生にとって、比較的達成しやすいもし
くは学びやすく、エ、カ、キ、クは達成が困難で
あったもしくは学びにくかったことが、この対応
データからも示唆された。
4 ．総合考察
実習生による自己評価のみの結果ではあるが、
本研究の結果から、本評価表によって、相談援助
実習でなされた学習内容とその達成度を確認する
ことができた。
しかしながら学習の達成度は学習内容によって
差があった。特に実習後に達成度としての得点が
低い項目が生じる理由を、①当該実習生及び当該
担当教員に帰する要因、②実習配属先機関・施設
及びその実習指導者に帰する要因、③評価項目が
示す学習内容自体に帰する要因、④実習生自身が
評価項目の示す学習内容を意識化できない要因の
4 つの要因に整理し言及した。
①②④においては、実習配属先による実習指導
の内実も含めた実習教育全体の授業デザインの見
直し・改善が求められるものと考える。しかしな
がら③においては、特に低得点となる傾向のある
項目に対して、現在、180時間（180時間以上と定
められているが）で実施される実習状況におい
て、その学習内容の達成を求めることが果たして
妥当なのかどうかという疑問が生じ得ず、このこ
とは議論が分かれるところであろうが、いずれに
しろ今後は実習教育の文脈において、評価表の項
目自体に対する吟味・検討の議論が必要であろ
う。
5 ．おわりに
今後は、池田・米本（1991）や藤井ら（2005）
の研究にあるように、実習生の自己評価のみでな
く、実習指導者や担当教員の評価も含めて実習教
育上の課題を検討していくことが求められる。ま
た、項目おける学習内容の達成度の差異ついて、
実習配属先種別ごとの差や、実習指導者及び担当
教員による実習指導の仕方との関連においても検
討することが課題である。
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